



経済研究所 / Institute of Developing
























































I. 第 11回党大会決議実施の結果の評価（2011-2015年）およびドイモイの 30年の評価
（1986-2016年） 
1. 第 11回党大会決議の実施結果の総括的な評価：原因と経験 
2. ドイモイの 30年の評価（1986-2016年） 
II. 2016-2020年の国家発展総括目標、任務 
1. 今後数年間の世界およびわが国の状況の予測 














第 12回大会任期における 6つの主要任務 
 http://www.ide.go.jp 













的に、各論部分である III～XVまでの部分の 4分の 1強を占めている。「党建設」の内容につ
いては後ほど改めて触れる。 








































・ 本文の構成を見ると、第 11回党大会の政治報告では各論部分が III～XIIの 10章に分かれて
いたのに対し、第 12回党大会の政治報告では III～XVの 13章となっている。具体的には、
第 11回党大会の政治報告の「V. 教育訓練、科学技術、知識経済の発展、環境保護」が、第
12回党大会の政治報告では V、VI、IXの 3つの章に分かれ、また、前者の「X. 社会主義民
主および全民族大団結の力の発揮」が後者ではXIIとXIIIの2つの章に分かれたことによる。 
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bo-dang.aspxより。2016年 4月 26日参照）。 
 http://www.ide.go.jp 

















































































































引退が確定的になったことである。政府首相を 2期務めたズンは、第 12回党大会時点で 67
歳であり、党書記長候補に選ばれなかった時点で、第 11期中央委員会が推薦する第 12期政
治局員、中央委員候補の名簿にも含まれないこととなった。 







                                               
2 本稿では、年齢については月単位以下を考慮せず、年単位で計算する。チョンは 1944年 4月生まれ。 
3 ズンは、2015年 1月の第 11期中央委員会第 10回総会で行われた党政治局員、書記局員に対する信任投票で、
最も多くの「高信任」票を得たと伝えられる。 
 http://www.ide.go.jp 

















中から 180人が、予備委員候補者 26人の中から 20人が選出された。議場からの追加的推薦
による候補者の当選者はなかった。27日には選出されたばかりの第 12期中央委員会が第 1
回総会を開催し、政治局、書記長、書記局、中央検査委員会、中央検査委員長を選出した。
第 12期政治局には再任 7人、新任 12人を含む 19人が選出された。党書記長には、第 11期
中央委員会の推薦を受けたチョンが、「100％に近い支持」を得て再選し、「四柱」を構成す
る他の 3人の候補者も予定通り承認された。 
















氏名 役職 生年 出身地（地方） 就任時の主な役職 
グエン・フー・チョン* 党書記長 1944 ハノイ市（北） 党書記長 
ディン・テ・フイン* 党書記局常任 1953 ナムディン省（北） 党中央宣教委員会委員長 
チャン・ダイ・クアン* 国家主席 1956 ニンビン省（北） 公安相 
グエン・ティ・キム・ガ
ン* 
国会議長 1954 ベンチェ省（南） 国会副議長 
ゴー・スアン・リック 国防相 1954 ハナム省（北） 人民軍政治総局局長 
トー・ラム 公安相 1957 フンイエン省（北） 公安相次官 
グエン・スアン・フック* 政府首相 1954 クアンナム省（中） 政府副首相 
グエン・ティエン・ニャ
ン* 
祖国戦線中央委員会議長 1953 チャヴィン省（南） 祖国戦線中央委員会議長 
ファム・ミン・チン 党中央組織委員会委員長 1958 タインホア省（中） 党中央組織委員会副委員
長 
トン・ティ・フォン* 国会副議長 1954 ソンラ省（北） 国会副議長 
ヴオン・ディン・フエ 政府副首相 1957 ゲアン省（中） 党中央経済委員会委員長 
チャン・クォック・ヴオ
ン 
党中央検査委員会委員長 1953 タイビン省（北） 党中央事務局長 





チュオン・ホア・ビン 政府副首相 1955 ロンアン省（南） 最高人民裁判所長官 
グエン・ヴァン・ビン 党中央経済委員会委員長 1961 フート省（北） 中央銀行総裁 
ヴォー・ヴァン・トゥオ
ン 
党中央宣教委員会委員長 1970 ヴィンロン省（南） ホーチミン市党委常任副
書記 
ディン・ラ・タン ホーチミン市党委書記 1960 ナムディン省（北） 交通運輸相 
ホアン・チュン・ハイ ハノイ市党委書記 1959 タイビン省（北） 政府副首相 
（出所：党大会ウェブサイト（http://daihoi12.dangcongsan.vn/）にもとづき筆者作成） 
* 第 11期政治局員の再任。 
【第 12期書記局】 
氏名 役職 生年 出身地（地方） 就任時の主な役職 
グエン・フー・チョン* 党書記長 1944 ハノイ市（北） 党書記長 

















グエン・ヴァン・ネン 党中央事務局長 1957 タイニン省（南） 政府官房長官 
グエン・ホア・ビン 最高人民裁判所長官 1958 クアンガイ省（中） 最高人民検察院院長 










氏名 役職 生年 出身地（地方） 就任時の主な役職 
グエン・スアン・フック 政府首相 1954 クアンナム省（中） 政府副首相 
チュオン・ホア・ビン 政府副首相 1955 ロンアン省（南） 最高人民裁判所長官 
ファム・ビン・ミン* 政府副首相兼外務相 1959 ナムディン省（北） 政府副首相兼外務相 
ヴオン・ディン・フエ 政府副首相 1957 ゲアン省（中） 党中央経済委員会委
員長 
ヴー・ドゥク・ダム* 政府副首相 1963 ハイズオン省（北） 政府副首相 
チン・ディン・ズン 政府副首相 1956 ヴィンフック省
（北） 
建設相 
ゴー・スアン・リック 国防相 1954 ハナム省（北） 人民軍政治総局局長 
トー・ラム 公安相 1957 フンイエン省（北） 公安省次官 
レ・タイン・ロン 司法相 1963 タインホア省（中） 司法省次官 
ディン・ティエン・ズン* 財政相 1961 ニンビン省（北） 財政相 
チャン・トゥアン・アイン 工商相 1964 クアンガイ省（中） 工商省次官 
ダオ・ゴク・ズン 労働傷病兵社会相 1962 ハナム省（北） 中央機関党委書記 
チュオン・クアン・ギア 交通運輸相 1958 クアンナム省（中） 中央経済委員会副委
員長 
ファム・ホン・ハー 建設相 1958 ナムディン省（北） 建設省次官 
チュオン・ミン・トゥアン 情報通信相 1960 ラムドン省（中） 情報通信省次官 
フン・スアン・ニャ 教育訓練相 1963 フンイエン省（北） ハノイ国家大学学長 
カオ・ドゥク・ファット* 農業農村発展相 1956 ナムディン省（北） 農業農村発展相 
グエン・チー・ズン 計画投資相 1960 ハティン省（中） 計画投資省次官 
レ・ヴィン・タン 内務相 1958 ドンタップ省（南） 内務省次官 
グエン・ティ・キム・ティ
エン* 
保健相 1959 ハティン省（中） 保健相 
チュー・ゴク・アイン 科学技術相 1965 ハノイ市（北） 科学技術省次官 




チャン・ホン・ハー 資源環境相 1963 ハティン省（中） 資源環境省次官 
マイ・ティエン・ズン 政府官房長官 1959 ハナム省（北） ハナム省党委書記 
ファン・ヴァン・サウ 政府監査院院長 1959 ドンタップ省（南） 中央経済委員会副委
員長 
レ・ミン・フン 中央銀行総裁 1970 ハティン省（中） 党中央事務局次長 






 政治局員の数は 19人と第 11期政治局よりも 3人増え、書記局員の数は 9人で第 11期書































ンを除いた最年長は 63歳、最年少は 46歳の若さであり、来期の再任が見込める 60歳以下
は 10人で半数を占める。女性政治局員は 3人となった。地域的バランスについてみると、第
12期政治局員の出身地は北部に偏っている（北部 11人、中部と南部が各 4人）。政府閣僚
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事については、党派的な理由による操作が行われた形跡はあまりうかがわれない。むろん、
詳細にみれば、個々の人事の背後には、退任に至ったズンら有力者との間の駆け引きや妥協
もあったことと思われるが、全体としてみれば、今回の人事は、党の規則や方針に照らして
説明可能な、「きれいな」人事であると評価できる。前期指導部は、党内の分裂を修復する
ために、原理原則を重視した、挙党一致体制を築こうとしたのではないか。新指導部が、規
律のある、団結した共産党のイメージを内外に示すことができたとすれば、それこそが第 1
期チョン指導部による「党建設」の最大の成果ということができるかもしれない。 
 
 
